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第1節　Katonaの経済心理学と「センチ
メント変数」

　消費行動研究におけるKatona（1960）の業
績の意味は、以下の 2 点にある。すなわち、経
済的要因と心理的要因の交互作用の中で消費行
動を捉えようと試みた画期的な点、また特にマ
クロ経済に関する消費者の「センチメント変数」
といわれる、個人の心理的変数を、マクロな経
済現象とミクロな消費行動との間を媒介する変
数として捉えた点である。しかしそこでは、考
慮された心理的要因が、個人の「期待」といっ
たあまりに限定されたものであったこと、また
経済的要因が心理的要因と併存する形で分析の
枠組みの中にうまくとりこめなかったこと、ま

た消費者の「センチメント変数」によって説明
される消費行動の水準が、個人の購買意思決定
のようなミクロな水準というよりは、その個人
的選択の総和であると考えられる「財／サービ
スの部門別支出額」といった相対的にあまりミ
クロでない水準に焦点があったことなどの問題
点があった。それゆえその後彼の理論を受け継
いだ仕事が少ないという状況につながった。
　Katona（1960）が提起した経済心理学の体
系は、消費行動研究にも多大な影響を及ぼした。
彼は1950年代のアメリカの豊かな社会の到来を
面前にして、消費行動の本質に変化が生じたこ
とを指摘した。すなわちそれ以前の「貧困の時
代」においては、一人一人の消費行動を規定し
ていたのは、否応なしに経済的条件であった。
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すなわち人々は得られた収入の大半を最低の衣
食住に関わる消費、すなわち生活するための必
需品の購入に充当せざるを得ず、そこにおいて
は消費者一人一人の心理的変数が介入しうる余
地はほとんどなかった。こうした時代において
は、「消費は収入の関数である」という、いわ
ゆる古典的な経済学的思考の適用可能性があっ
たとされる。しかし第 2 次世界大戦後のアメリ
カ経済の復興および発展は目ざましく、人々の
所得は急激に上昇し、これにより貯蓄を増大さ
せ、資産を増加させていった。
　Katona（1960）が指摘した、経済環境に起
きたこれらの劇的な変化は、以下の 5 点に要約
される。すなわち、⑴収入の増大、⑵貯蓄資産
の増大、⑶信用販売の普及、⑷消費全体におけ
る非必需耐久財の占める比率の増大、⑸マスコ
ミによる経済情報の迅速な伝播という状況であ
る。これらの変化は、一人一人の消費行動にも
劇的な変化をもたらした。彼によれば、これは
⑴必需的・慣習的・契約的消費の減少、⑵自由
裁量的支出の増大、⑶自由裁量的貯蓄・投資の
増大、という点に要約される。
　さらにこうした豊かな時代の消費行動を的確
に捉えるには、古典的経済学的アプローチのみ
による把握では困難であるとして、Katona

（1960）は経済心理学的アプローチを提起した。
すなわち、豊かな時代においては自由裁量的支
出や自由裁量的貯蓄・投資が盛んになり、信用
販売の普及に伴って高額な支出も可能となった
ことも手伝って、収入の関数としての消費とい
う性格は低減し、いつでも好きなときに熟慮し
て支出するようになった。従って、消費者の態
度、とりわけいわゆる「センチメント変数」と
いった心理的変数が重要な役目を果たすと考え
られた。彼は消費行動を把握するための主要な
変数群として、所得や自由裁量的支出額といっ
た経済的変数群としての⑴可能条件、心理的変

数としての⑵態度や期待、そして市場条件や偶
然的な条件としての⑶促進条件、という 3 つを
考えた。
　Katona（1964）ではこのKatona（1960）で
の体系化を心理経済学という形で発展させ大衆
消費社会の本質について記述、分析することに
よって、彼の構築した理論的体系についても全
般的に記述し、その価値や現在の利用の仕方、
将来の可能性について豊富なデータを用いて説
明しようと試みている。ここにおいてKatona

（1964）は、住宅取得や乗用車購入、文化的活
動というような自由裁量的な支出を説明するに
おいて、従来から主張していた「見通し変数」
と共に、消費行動における消費者の態度に注目
することの重要性をより鮮明に指摘した。すな
わち彼によれば、大衆消費社会は、豊かさ、消
費者の力、消費者心理の重要性という、ここ数
十年のうちに始めて現れアメリカ合衆国に行き
渡った 3 つの点によって特徴づけられるとし
た。そして、大衆消費社会は多くの消費者の行
動の総和から構成されるが、その行動は個人個
人の態度や見通しによって規定されるという点
においてKatona（1964）は態度概念の重要性
を指摘した。Katona（1964）の評価すべき点は、
市場の状況を刺激と、個人の消費行動を反応と
捉え、それを媒介する変数としての消費者の態
度を重視した点にあった。
　しかし一方で、日本においてKatona（1960）
の理論化に基づいてなされた実証的研究を見る
と、現在の状況においては、充分に支持する結
果は得られていない。例えば石井（1994）は、
1977年以降の消費者態度変数すなわち「暮らし
向き意識」と「収入の増え方」と、ＧＮＰとの
時差相関を調べることにより、ミクロな消費者
の意識がマクロな経済現象に与える影響を検討
した。
　この結果は、これらの「暮らし向き意識」と
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「収入の増え方」という消費者態度変数につい
ては消費意識からＧＮＰへという仮説は採択さ
れず、むしろ過去の経済変動との関連が統計的
に有意というものであった。しかし石井（1994）
はまた、「物価の上がり方」意識と消費者物価
との関連に関しても、同様に分析している。こ
の結果を見ると、この 2 変数間には極めて高い
相関が得られている。ただし因果関係について
は明らかではない。
　石井（1994）自身はこの一見矛盾するような
結果を、ＧＮＰと消費者物価、また「暮らし向
き意識」・「収入の増え方」と「物価の上がり方」
意識の間の性質の差異に起因すると考察してい
る。すなわち、ＧＮＰが日常の消費生活の中で
比較的に間接的にしか観察しえないのに対し
て、消費者物価は現実に観察しやすい。また、「暮
らし向き意識」や「収入の増え方」は、個々の
消費者で大きく異なる変数であるのに対し、「物
価の上がり方」意識は相対的に一様であろうと
いう点である。以上から彼は、Katona（1960）
のいわゆる「センチメント変数」と経済状況の
間の因果関係を厳密に確かめるには、さらに多
くの変数を同時に考慮した分析が必要であると
している。
　以上の議論から、日本においてKatona（1960）
の体系化に基づいた実証的研究が成功しない理
由の 1 つとしては、石井（1994）が指摘したよ
うに、個人の消費行動に影響を与えうる多くの
他の変数を考慮していないということに原因が
あるように思われる。そこで消費行動に際して
他に考慮すべき心理変数については、以下の節
でとりあげて検討する。ただしこれ以外の問題
点として、Katona（1960）が彼の経済心理学
の体系を作り上げた時代と現代の日本の社会経
済的状況の差異は無視しがたいであろう。更に、
Katona（1960）の理論化の前提たる「中ぐら
いから中の上くらいの所得を持つ厚い層」、及

びそれを基盤とした彼らの大規模で自由選択的
な支出の可能性を、現在の日本の消費者の状況
に照らしてみて、果して無条件に仮定してもよ
いのかという問題がある。

第2節　価値・ライフスタイル変数

　わが国の消費行動研究においては、1960年代
初頭ごろからは商品選択や店舗選択、ブランド
選択の差異などに関して、性別や年齢、居住地
域といったデモグラフィック要因や、所得や職
業的地位といった社会経済的要因による要因の
みでは充分に説明することが不可能であるとの
認識が広がってきた時期である。特に消費者の
セグメンテーションの観点から、消費者の意識
と行動に関して「ライフスタイル」変数の考慮
が行われるようになった。我が国においても、
飽戸（1985，1987，1989）などによって、従来
からのデモグラフィック要因や社会経済的要因
に対しての、消費行動の分析における「ライフ
スタイル」が詳細に検討されてきていた。しか
し、従来の「ライフスタイル」アプローチによ
る研究の中には、「ライフスタイル」の概念的
な定義を曖昧にしたままなされたものが少なく
ないこともまた事実であった。
　従来の「ライフスタイル」に関する研究をレ
ビューすると、「ライフスタイル」概念の背景
に暗黙に想定されていた性質は大別して 2 つの
概念があったように考えられる。 1 つは、消費
者の意識と行動にまたがる、いわば態度概念に
ほぼ近い概念としての「ライフスタイル」であ
り、もう 1 つは消費者が生活や対象に対して有
している価値が表出された行動、あるいはその
発展として彼／彼女が関わる集団との相互作用
の中で形成されるような価値が内面化した行動
としての「ライフスタイル」であった。
　前者のような「ライフスタイル」概念の定義
としては、村田ら（1979）によれば、「生活様式、
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行動様式、思考様式といった生活諸側面の文化
的・社会的・集団的差異をトータルな形で表そ
う」とするものであり、いわば「多面的・多次
元的な生活意識と行動を包括的に捉える概念」
であるとされる。Plummer（1974）の定義では、

「ライフスタイルは、消費者の日常の行動的な
志向的な側面と共に、彼らの感情、態度、意見
を扱う」とされている。
　Wells＆Tigert（1971）らによるいわゆるＡＩ
Ｏアプローチは、この文脈の中での研究であっ
たと考えられる。ここでは、Wells＆Tigert

（1971）らが自ら指摘するように、「サイコグラ
フィック」、「ライフスタイル」、「態度」という
用語は類似して用いられていた。このＡＩＯア
プローチとは、消費者の活動（activities）、関
心（intrests）、意見（opinions）にデモグラフィッ
ク特性を加味した 4 つの側面から個人のライフ
スタイルを把握しようとする分析手法であり、
ライフスタイルの操作的定義の代表的なもので
あった。これらによる分類に基づき、商品の消
費パターンの検討や、特定の商品／サービスの
ハード・ユーザーとそうでないユーザーの「ラ
イフスタイル」上での差異の比較などが試みら
れた。
　Plumer（1971）では、銀行系クレジットカー
ドの使用者／非使用者の「ライフスタイル」上
での差異を、ＡＩＯの300項目を用いて明らか
にして、デモグラフィック変数のみ利用可能で
あるときには見つけ出せないような結果が、Ａ
ＩО分析によって得られることを示している。
またReynolds＆Darden（1972）では、遠出の
買い物によく行く消費者／あまり行かない消費
者の「ライフスタイル」上での差異を、ＡＩО
の一般的項目と商圏に関する項目とで計148項
目を用いて検討している。
　Ziff（1971）による、パーソナリティ変数をと
りこんだ「ライフスタイル・アプローチ」をとっ

た研究も、同様に消費者の意識と行動にまた
がった変数として「ライフスタイル」をとらえ
ていた研究と位置づけられよう。ここにおいて
彼女は、マーケット・セグメンテーションにお
ける「サイコグラフィック」変数、すなわちこ
こでは「ライフスタイル」変数の重要性を指摘
しながら、実際には消費者の「態度」を表す
214の項目を収集してその分析を行っている。
また結論においても、「ライフスタイル」変数
でなく消費者の「態度／欲求／価値」のマーケッ
ト・セグメンテーションにおける重要性を指摘
している。即ちここでは、「ライフスタイル」
変数と消費者の「態度／欲求／価値」とが、ほ
ぼ同義の概念として用いられていた。
　また従来の社会学においても、「階層性」と
の関連から「ライフスタイル」に言及する流れ
は 1 つの大きな伝統を持つ。これは鎌田（1987）
が指摘するように、Weberに起源を発している。
Weber（1964）は、個人は財産それ自体よりも、
むしろ財産を持っていればこそ可能になるよう
な「生活様式」によって、上層の階層に属する
資格を付与されるのであると指摘した。彼は社
会階層の理解に際して、財の消費様式、職業、
養育と教育のパターンによって形成される一種
の階層たる概念を提唱した。そしてこの「地位
グループ」という小集団の中において人々は、
生活様式、生活態度、人生観などの点において
相対的な類似性が高いという意味において、「ラ
イフスタイル」を共有していると考えた。すな
わちこの文脈においては、デモグラフィックな
階層要因がほぼ「ライフスタイル」を全面的に
規定することが前提とされている。
　この流れでDuncan（1969）は、「スタイル」
はその行為者にとって「主観的意味」を有する
ものであると同時に、それが共有されている集
団にとって同調すべき規範かつそれを代表する
シンボルでもあると指摘した。さらにFeldman
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＆Thielbar（1975）は「ライフスタイル」概念
の曖昧性を自ら認めながらも、このような人々
の意識と行動様式の社会的・階層的差異を包括
的に表現する概念として、「ライフスタイルは
1 つの集団現象である」としている。
　すなわち彼らは、「ライフスタイル」は全く
個人的で独自な行動パターンとして形成される
ものでなく、さまざまな社会集団への参加や重
要な影響者との関係性の中において形成される
ものとして捉えた。そして、この「ライフスタ
イル」は生活の多側面、多領域に浸透していく
ものであり、生活の中心となっていて他の活動
を強く規定する特定の価値観や活動を含む、文
化と社会の反映であるとしている。このような
立場では、「ライフスタイル」概念は個人や家族、
集団、階層、地域、社会など、個人から社会全
体に至る様々な水準の集団において考えること
ができ、それらに特定な「ライフスタイル」が
想定され分析の対象になってきた。
　しかしこのように消費者の意識と行動を共に
含んだものとして「ライフスタイル」を想定し
消費行動をとらえようとするアプローチには、
以下のような問題点があると考えられる。すな
わち「ライフスタイル」概念は、生活者として
の消費者の全般的な了解のための枠組みとして
独自のメリットがある概念であることは確かで
あろう。しかし目的変数として消費行動を据え
る際には、説明変数が全く鮮明ではないという
問題、つまり目的変数と説明変数が渾然一体と
した「ライフスタイル」概念の本来的特質に依
存する問題点が存在する。また、消費者の意識、
すなわち心理的な準備状態が彼の実際の消費行
動への効果を持つのはもっともでありその間に
は大きな関連があろうが、前者が後者に影響す
る過程にはその他の考慮すべき多くの要因が共
に存在するであろう。これらのことを考えれば、
やはりこの二者を分離独立した概念として考慮

するようなアプローチと、またそのような分析
枠組みが必要であると考えられる。また各「階
層」に独自に保有される生活の意識や社会的行
動のパターンという社会学に見られる定義にも
また、上述の問題点があるとともに、各「階層」
や集団がほぼ一様な生活の意識や社会的行動の
パターンを持つという前提に非常に無理がある
と考えられる。確かに階層による意識や行動の
パターンの差異はある程度デモグラフィックな
要因によって規定されるにしろ、ある所与の階
層における個人の差異を説明するのに有効性を
発揮してきたのが「ライフスタイル」概念であっ
たと考えられるからである。
　さてこの節の最初に述べた価値が内面化した
行動として「ライフスタイル」を捉えた研究と
しては、Rokeach（1968）が区別した「道具的
価値」と「目的的価値」の価値リストを用いて、
自動車とデオドラント製品について、個人がど
のようなベネフィット・セグメンテーションに
属するかを示したPitts＆Woodside（1984）や、
飽戸（1987）などをあげることができる。後者
は、イングルハートが政治行動に関連してもと
もと提唱した「物質志向−脱物質志向」の価値
観と消費行動との関連を指摘したものである。
Engel et a1.（1978）は、「ライフスタイル」を
社会的・個人的変数の相互作用の結果として捉
えた。彼らは「ライフスタイル」に対する具体
的な社会的影響源として、経済的／デモグラ
フィックな影響、横断文化的／サブカルチャー
的影響、社会階層的影響、家族などを含む参照
集団の影響に着目したが、これらの影響は全て
ある意味で、価値として表象できるとする。す
なわち、価値が「ライフスタイル」の規定要因
であるとしている。
　言うまでもなく個人が有する価値と消費行動
との関連については、アメリカの消費者の類型
としてのＶＡＬＳが提唱されて以来注目されて
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いる。Mitchell（1986）はMaslowの欲求ヒエ
ラルキー等を理論的基盤とした類型化を提出し
た。この操作化および精緻化に当たっては、態
度や経済状況、メディア視聴状況、消費状況に
関する項目が尋ねられた。ＶＡＬＳの特徴とし
ては、成人のアメリカ人に関しての消費のみに
限定される類型化というよりもむしろ、より広
範な一般的な社会行動に関する前提に基づき、
またねらいとしていたという点であった。回答
者は深層面接によって、生活史や生活状況、家
族や友人との関係、将来に対する希望、購買し
たいもの、エンターテイメントの趣味、人生に
おける意味などを広範に尋ねられた。こうして
ＶＡＬＳでは 9 類型が提出された。
　この後、ＶＡＬＳの方法論上の問題点を指摘
したKahle et a1.（1986）は、消費者の価値の
測定の代替的リストとしてＬＯＶを提出した。
またNovak＆MacEvoy（1990）はＶＡＬＳと
ＬＯＶの有効性を比較するなど、消費者の有す
る価値による消費行動における差異については
詳 細 に 検 討 が 続 け ら れ て い る。Reinolds＆
Gutman（1984，1988）は製品の知覚ないし「イ
メージ」という観点から、消費者が有する価値
を考慮する必要性を論じた。ここでは「手段−
目的」の連鎖、すなわち個人が有する価値に対
する商品属性が結果にもたらす寄与とのリン
ケージをキー概念として、梯子状のモデルを提
示している。
　以上の部分で、「ライフスタイル」に関する
概念的定義の問題について述べてきた。しかし
本研究においては、「ライフスタイル」概念は
態度概念の一部として統合しうると考える。そ
れまでの態度に関する定義をまとめて分類した
Allport（1935）によれば、態度とは「関連す
る全ての対象や状況に対する個人の反応に対し
て、直接的かつ力動的な影響を及ぼす、経験に
基づき組織化された、精神的および神経的準備

状態」であると定義した。このような定義に基
づき態度を考えた場合、「ライフスタイル」と
の関連はどのように考えられるだろうか。
　まず前者のような、意識と行動にまたがるも
のとしての「ライフスタイル」概念に関しては、
そこで考慮されている消費者の意識とは何かが
問題となる。ここでは当然、消費行動につなが
りそれを規定するような意識が検討されている
ことを考えれば、これは「関連する全ての対象
や状況に対する個人の反応に対し、直接的かつ
力動的な影響を及ぼす、経験に基づき組織化さ
れた、精神的および神経的準備状態」であると
考えることが可能である。従って、ここで考慮
されている消費者の行動は、この態度により準
備されている行動であるといえる訳である。
　次に後者のような、価値が内面化されたもの
としての「ライフスタイル」概念に関しては、
そこで考慮されている価値と態度の関連が問題
となる。Tolman（1951）によれば、価値は態
度の重要な一部分を構成しており、結果として
行動に因果的な効果を有するとされる。また
Rokeach（1968）自身は、「価値が、関連する
対象や状況に対する態度を開発ないし維持する
ための基準である」とし、全ての態度は価値が
表出されたものであるから、個人の中心的認知
的構造の全般的構図を得るためには、対象／状
況特定的である態度を検討するのでなく、価値
が有用であることを主張している。しかし、む
しろここでは、個別的な消費行動の心理的準備
状態を了解したいのであるから、むしろ価値よ
りも対象／状況特定的である態度に注目する意
義があろう。またRosenburg（1968）の対象に
対する態度に関するモデルは、個人が各属性に
対して抱く価値の重要性と、その価値の獲得の
手段としてのその対象の評価との関数が態度で
あるとするものであった。これらの点を考慮す
れば、このような「ライフスタイル」アプロー
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チのよって考慮された価値もまた、態度概念に
内包されうるものとして位置づけられよう。

第3節　消費行動に影響する態度

　従って以上から本論では、消費者個人の消費
行動の了解における概念として、消費者の態度
に非常に重要な概念と考える。Petty（1995）
は態度を「人が自己や他者、対象物、対象物、
争点に関して有する非常に包括的な評価」と定
義した上で、態度は感情、認知あるいは信念と
知識、行動あるいは行為、あるいはこれらの要
素の組み合わせに基づく（Petty＆Cacioppo，
1986）と考えている。態度はこれらの要素に基
づいている一方でそれらに対しても影響を与え
うる。Pettyらはこういった考えのもとに態度
構造の概念を提出している。すなわちこれは、
態度や関連する情報の記憶における組織化をさ
す。対象に対して我々が有する情報や関連する
経験は、非常に精巧な組織化から貧困な組織化
まで様々あり、もし前者の場合には多数の組織
的なスキーマの存在が想定しうる。態度は組織
化された構造あるいはスキーマの中に収納され
ているという彼らの包括的な見解は、彼らにお
い て は「 精 緻 化 見 込 み モ デ ル 」（Petty＆
Cacioppo，1986）として提出され、消費行動研
究においてもこれに対する注目と、土田（1994）
のようにこれに触発された消費者の態度構造の
モデル化および実証が進んでいる。
　確かに従来の態度研究において、「態度」と
は何かという概念的定義が問題となされてきて
お り、 概 念 的 定 義 に あ ま り 合 意 が な い

（McGuire，1985）という指摘もなされる場合
がある。Allport（1935）は態度を「関連する
すべての対象や状況に対する個人の反応に対し
て、直接的なかつ力動的な影響を及ぼす、経験
に基づき組織化された、精神的および神経的準
備状態」として定義した。A11port（1935）が

レビューしまとめたような態度概念の中にも、
いくつかの分離しうると考えられる成分が含ま
れている。すなわち土田（1992）によれば、「適
応することが必要な対象や状況に対する生命体
全体としての一般的構え（Lundberg，1929）」、

「行動への準備状態（Warren,1933）」、「社会的
行動の重要な決定因を構成する心理的基礎

（Allport，F.H.，1924）」、「関連するすべての対
象や状況に対しても特徴的な方法で反応しよう
とさせる、永続的に持続する、精神構成体の準
備状態（Cantri1，1934）」、「対象に対して特定
の方法で行動する、経験の残差としての獲得さ
れた傾向性（Krueger＆Reckless，1931）」、「対
象に対する、否定的あるいは肯定的な評価的性
質（Bogardus，1931）」という 6 つの主要な要
素である。Campbell（1963）では社会的態度は、
反応の先有傾向と外界の知覚のしかたの先有傾
向とを包含する学習によって獲得された行動傾
向として定義されている。この観点からは、動
機的な特質を有する獲得された傾向概念と手段
的なないし反応支配的な獲得された傾向概念と
は、社会的態度のなかに包含される。すなわち
この意味においては、すでに第 1 節で述べた現
在や将来の経済状況に対する見方を表す、いわ
ゆる「センチメント変数」は態度のなかに包含
される。またこのような見地からは、態度概念
とすでに第 2 節で述べた価値概念およびこれが
内面化されたものとしてのライフスタイル概念
との間の差異は、「種類の差ではなく、水準の
差として解釈可能」（Campbell（1963）となる。
McGuire（1985）は、「関心のある第三の変数
に対して異なる関連を見せるような区別をする
場合に限り、概念の区別は有用である」と述べ
た上で、態度概念と知識、意見、信念、価値と
いった概念との間の区別はこの基準を満たして
いないと指摘している。従って本研究では、概
念的には上でのCampbell（1963）の定義に基
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づく。
　態度と行動の間の関連の問題も従来指摘され
てきた点である。1960年代の態度研究において
は、態度が行動を決定することがいねば無条件
に仮定された。これに対し、例えばLaPiere

（1934）や31の研究のレビューからこれらの間
にはほとんど関連がないと結論したWicker

（1969）、態度概念自体の有用性を疑問視した
Abelson（1972）のように、態度と行動の関連
自体が問題とされた時期もあった。しかしこの
ような批判に対して、Kelman（1974）は態度
概 念 の 有 用 性 を 主 張 し、Kreitler＆Kreitler

（1976）では優れた117個の研究をレビューした
結果、30％前後の正の相関が見られることを示
し、態度と行動の間の関連を支持した。また、
現在の行動より現在の態度の方が将来の行動を
よりよく予測可能である（McGuire［1985］）
という指摘もある。近年の研究は、態度と行動
の間の一貫性に影響する概念的、操作的な要因
を検討することによって、例えばPetty（1995）
のように態度による行動の予測可能性を高めよ
うとする方向に向かっている。
　飽戸（1972）が述べたように、政治的態度が
政治行動研究のための一分野として発展してき
たのと同様に、経済的態度すなわち消費者が有
する態度も、消費行動研究のための一群の媒介
変数として検討され、データを蓄積してきた。
従って本論では、実際の消費行動のみならず、
これを予測するものとして消費者の有する消費
に対する態度も考慮する。

第4節　準拠集団と消費

　以上の節では、消費に対する態度変数の効果
を論じてきた。本節では個人が属しているある
いは属したいと考えている集団からの心理的影
響、すなわち準拠集団からの態度や行動への影
響を考えていく。こういった心理的影響をうけ

る側面としてはもちろん、個人の社会行動全般
に渡って考えることが可能であるが、ここでは
消 費 行 動 に 限 定 し て 考 え る こ と に す る。
Bourne（1957）は、準拠集団が消費者の商品
選択やブランド選択に与える影響を商品別に比
較検討している。これによれば、準拠集団の影
響が大きい商品群として、購入の際に実質的効
用より表示的効用がより考慮されるようなタイ
プの商品群であるという結果が出ている。消費
に関してこのような準拠集団が存在する場合、
個人にとってそのような集団は、自らの消費の
際に参照する準拠枠として機能し、その個人の
消費に対する態度や行動を規定するであろうと
考えられる。
　準拠集団（Hyman，1942）とは、個人が自
分の態度を心理的に関係させ準拠させる集団で
ある。換言すれば、個人が自分自身と共通の態
度、価値、興味、関心を保持すると見なす集団
であり、また態度の評価や自己評価の基礎とな
る集団である。これは、所属集団と一致すると
は限らない。例え所属していなくとも、そうし
たいと強く熱望して、心理的なメンバーシップ
を持っているならば、その集団は個人にとって
全くの準拠集団となりえ、態度形成やその持続
に大きな効果を持つとされる。
　準拠集団には 2 つの主要な機能すなわち、規
範的準拠集団と比較準拠集団としての機能があ
る（Kelley，1952）と言われている。このうち
前者は、個人に規範／標準／価値などを示し、
個人に行為への指針を与える集団をさす。この
意味で集団は、個々人がその規範や価値に同調
することを期待するし、一方で個々人の立場か
らすれば、その規範や価値を需要し、それを維
持したいと動機づけられている。後者の比較準
拠集団とは、個人が自分自身や他者の評価を行
う際に、準拠点として利用し、比較点として役
立つ機能をさしている。この意味で個人にとっ
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て集団は、個人の状況などが正当か否かを判断
する準拠枠として用いられ、個人の行為や意見
などの適切性を判断する際に採用され、個人の
行為を他者の行為と適合調節させる導き手とな
る。
　Asch（1952）とSherif（1935）の研究以来、
社会心理学において集団からの社会的影響に関
する研究は蓄積されている。Sherif（1935）の
光点自動運動現象は、実際には静止している光
点の運動の範囲を個人状況／集団状況で判断さ
せることにより集団規範の形成を検討した。こ
こでは集団の影響は単独の状況での知覚にまで
及び、集団が個人の知覚に影響することが示さ
れた。Asch（1952）の実験では、カードに書
かれた 3 本の直線の中から当該の直線と同じ長
さの直線を被験者に選ばせた。この実験ではサ
クラが集団で明らかに誤った判断をしても被験
者はこれに同調することが示され、個人の知覚
判断が集団の影響によって変化することが明ら
かにされた。Deutsch＆Gerald（1955）は 2 つ
のタイプの集団からの社会的影響を区別した。
すなわち「現実に関する証拠として他者から得
られた情報を受容するという影響」としての情
報的影響と、他の個人や集団の期待に同調する
ような規範的影響との 2 つである。
　Vekatesan（1966）では、実験室状況で消費
者の意思決定過程に集団規範が与える影響が検
討された。ここで被験者は全く材質もスタイル
も色も同一なＡ，Ｂ，Ｃの男性用スーツを提示
され、この中で「最もよい」スーツを選ぶよう
に教示された。さらに「先行研究においては、
熟練した洋服職人であればどれが『最もよい』
スーツであるか判断可能であることが示されて
おり、今回の研究は、普通の消費者でもそのよ
うな判断が可能であるかを検討するために行わ
れる」という教示を与えた。判断は 4 人 1 組で
行われ、真の被験者のほかの 3 人は全てサクラ

であり、彼らが全て「Ｂが最もよい」という判
断を口頭で発表したあとに、被験者の判断が下
された。コントロール条件では、このような集
団圧力がない状況で被験者は判断を下した。こ
の結果、何ら客観的な判断の基準がない状況下
では消費者の意思決定は集団規範に同調する傾
向があることが示された。
　Burnkrant＆Cousineau（1975）では上で述
べた社会的影響の分類に基づいて、社会的影響
過程に関する先行研究で検討されてきた影響の
本質を明らかにするため、実験を行った。この
実験で被験者は、類似の非専門家である他者あ
るいは非類似の専門家である他者が下したと教
示されたコーヒーの評価に接触させられた。こ
れらの評価には、高い同調性が提示される条件
と低いあるいは未知の同調性が提示される条件
とがあった。その後被験者はコーヒーを飲み、
自身の評定を下した。被験者の評価には、視認
できる条件と匿名条件とがあった。この結果で
は、情報的な社会的影響を支持する結果が出さ
れている。
　Park＆Lessig（1977）では、主婦と学生とい
う異なった 2 つのサンプルにおいて、準拠集団
からの影響の強さを検討した。これにあたって
Park＆Lessig（1977）は、 3 つの影響のタイプ
を区別した。すなわちDeutsch＆Gerald（1955）
などが提示した「情報的影響」、Deutsch＆
Gerald（1955）が「規範的影響」として提示し
た「効用的影響」、そして個人の自己概念を維持・
向上しようとする動機に関わる「価値表出的影
響」の 3 つであっった。彼らによれば「価値表
出的影響」は、 2 つの異なった過程により持徴
づけられる。 1 つには、個人が自己表現するた
めあるいは自我を保つために準拠集団を利用す
るという過程であり、もう 1 つは、単に当該集
団への彼の好意的感情のために価値表出的準拠
集団の影響を受けるという過程である。Park
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＆Lessig（1977）はこのような準拠集団の影響
の類型化を行った上で、頭痛薬・ビールなど20
品目について、主婦サンプルと学生サンプルに
おいて、効果の強さを比較した。この結果、こ
の 2 つのサンプル間には、 3 つの影響のタイプ
のそれぞれにおいて、ブランド選択に関する準
拠集団からの影響の強さは大きく異なってい
た。学生サンプルでは一貫して有意に効果が大
きかった。Park＆Lessig（1977）は、この結果
は、学生は主婦に比べ特定の製品において準拠
集団からの影響を強く受けやすい傾向があるこ
と、またより多数の製品において準拠集団から
の影響を受けやすい傾向があることを示唆して
いるとしている。
　Bearden＆Etzel（1982）ではPark＆Lessig（1977）
が区別した準拠集団の 3 つの影響に関して、公
的−私的（Public-Private）、必需的−贅沢的

（Necessity-Luxury）という 2 次元から商品特
性を考慮して検討した。ここでは645人のサン
プルからなる調査とこれの追跡調査から、商品
レベルとブランドレベルにおいて、準拠集団の
影響の知覚が調べられた。ここで「公的」な商
品とは、公共的に視認できる状況で消費される
商品をさし、「私的」な商品とは、公共的に視
認できない状況で消費される商品をさす。また

「必需的」商品とは、一般的にほとんどの人が
所有ないし使用しているような商品をさし、「贅
沢的」商品とは、必ずしも共通に所有ないし使
用されていないような商品をさす。従って、例
えば公的・贅沢的商品としてゴルフクラブ、公
的・必需的商品として男性のスーツ、私的・贅
沢的商品としてテレビゲーム、私的・必需的商
品としては冷蔵庫などが対象とされた商品であ
り、計16品目であった。多変量分散分析による
分析の結果、 3 つのタイプの影響のそれぞれに
おいて、「公的−私的」、「必需的−贅沢的」と
いう 2 次元からなる商品特性による準拠集団の

影響の差異が認められた。
　Reingen et a1.（1984）では、従来の準拠集
団による影響という観点からなされたブランド
選択の一致に関する先行研究をレビューして、
いくつかの問題点を指摘している。即ち第 1 点
目としては、先行研究においては集団の定義が
あいまいであったとして、彼らは二者関係やク
リークを区別している。また第 2 点目として、
先行研究においては個人間の社会的関係のタイ
プ分けに関してもあいまいであったとして、こ
れをルームメイトや個人的問題をうちあける相
手などの10種類に区別している。また影響の査
定の方法的な問題にも触れている。先行研究に
見られたこれらの問題点を克服するために、彼
らは女子学生クラブの会員を対象として、自然
な社会環境におけるブランド選択の一致性を調
べる精密な分析を行った。この結果、シャンプー
やレストランなどの16品目での選択に関し、社
会関係のタイプによる一致効果が見られたもの
の、テレビのショーやピザなど限られたいくつ
かの品目に限定された。ただし対象となった女
子学生クラブの会員は大多数が女子学生クラブ
で同居している者であり、一般の社会関係に比
べてかなり特殊的であることから、この結果の
一般化はかなり困難と言わざるを得ないもの
の、社会的関係の種類、製品のカテゴリー、社
会構造の 3 点において、緻密に分析した準拠集
団からの消費行動の影響の研究としては評価さ
れる。
　以上のような準拠集団からの影響に関する知
見は、個人が心理的に属している集団から消費
者の態度や行動が及ぼされうる影響を考えるこ
との妥当性を示していると考えられる。消費者
は、彼が準拠集団とする集団から、彼の実際の
消費行動、およびそれを規定するものとしての
心理的準備状態である消費に対する態度に対し
て大きな影響をうけていると考えられる。
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第5節　最後に

　最後に本論で述べたことを振り返る。
　本論は、消費に影響するいくつかの心理的要
因を消費者の有する態度という観点から指摘し
た。まず第 1 節では、いわゆる「センチメント
変数」という消費者の態度変数に着目すること
によって、ミクロな消費行動とマクロな経済状
況とを初めて関連づけたKatona（1960）の体系
化をとりあげた。そしてこの体系化の問題点を
指摘した。第 2 節では、いわゆる「ライフスタ
イル」アプローチにおける「ライフスタイル」
概念や価値概念と消費行動との関連を検討し
た。第 3 節では、従来の消費行動研究の文脈の
中においてとりあげられてきた心理的変数、す
なわち第 1 節で触れたKatona（1960）の「セン
チメント変数」や、第 2 節で触れた「ライフス
タイル」概念や価値概念を包含する形での態度
概念の有用性を述べ、これを本研究の分析の枠
組みの核とすることを述べた。さらに第 4 節で
は、準拠集団からの個人の消費への影響につい
て検討した。
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